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フランチャイズ組織における複合形態の限界 
―米国における分離法― 
 
小 嶌 正 稔 
 
１．はじめに 
分離法とは石油製品の製造業者や精製業者、ジョバーがサービスステーション（ガソリンスタン
ド）を運営することを制限する法律であり、オーストラリアでは国レベル、米国では州レベルの差
はあるものの、いくつかの国や地域で施行されている1。わが国でも分離法への本格的な議論が2005
年から始まった2。 
わが国の石油販売業界は1990年３月の SS 建設指導および転籍ルールの廃止から規制緩和が始ま
り、1997年12月の供給元証明の廃止、1998年４月の有人セルフ給油方式の認可から流通機構は大き
く変化してきた3。流通機構の変革をもたらした主要な要因は有人セルフサービスステーション（以
降セルフ SS と略記）の認可によって可能になった新業態・量販型 SS の急速な拡散である。新業態・
量販型は元売直営（子会社）の小売市場への参入やショッピングセンターへの給油所併設などの異
業種の参入を可能にし、独立系販売店をはじめとする非系列の拡大を支えることとなった。特に元
売の子会社 SS を通じての小売への参入、「発券店値付けカード」などを通じた直売的施策は差別対
価を含めた公正取引の側面からも重要な論点となり、米国などと同様に分離法を求める声が中小販
売店を中心に高まっている。 
しかしながら諸外国において、どのように分離法が制定され、運用されてきたのか、そして分離
法はどのように評価され、効果をもたらしているのかの理解は十分だとはいえない。 
本稿は米国における分離法の成立と評価について考察し、わが国における分離法導入に関する議
論に対して理論的基盤を提供することを目的とする。 
 
２．分離法（Retail Petroleum Divorcement Policies）の制定要因と規定内容 
ここでいう分離法（divorcement law）とは、製造業者および精製業者の小売4への進出を制限する
法律や規定を含む法律を総括したものである5。しかしながら分離法と呼ばれている法律には、精製
業者の小売への進出を制限することのみを目的とする法律は存在せず、基本的にはフランチャイズ
法（Franchise Act）の一部として製造業者および精製業者の垂直統合の制限を規定したものである。 
ここではまず分離法が登場した背景を述べた上で、最初に法律として制定されたメリーランド州
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の分離法について述べる。次に製品の供給のみならず業態転換の進行との関係で分離法を進めたワ
シントン DC、フランチャイズ法の一規定として運用されるバージニア州の事例を示す。そしてコ
ネチカット州における分離法に関する議論のまとめを通じて、促進と反対の双方の意見を検討する。
また分離法の制定後、数度の改訂によって緩和方向にあるネバダ州の事例、法律を商圏保護法へ変
更したハワイ州、廃止したフロリダ州とルイジアナ州について述べ、分離法の制定要因と規定内容
を明確にする。 
 
2.1 分離法の制定を促した要因 
 メリーランド州政府が全米に先駆けて分離法（分離規定）6を制定した1974年には、米国の石油産
業はきわめて特殊な環境におかれていた。 
 すなわち1971年８月15日から米国における石油流通の本格的な規制（新経済政策）が経済安定化
法（1970年８月）に基づいて開始されていた。新経済政策は３段階のフェーズ(phase)によって実行
され、フェーズⅠ（1971年８月15日から11月14日の90日間）では包括的に経済活動全般を規制する
経済政策である財政景気刺激策、インフレ抑制策、国際収支悪化防止策が行われた。続くフェーズ
Ⅱ（1973年11月15日～73年１月10日）では賃金・価格規制（wage and price control）が行われた。フ
ェーズⅢ（1973年１月11日から６月13日）からは基本的に自主規制に切り替えられたが（宮本（1997）
pp.26-27）、石油産業においては自主規制が機能しなかったことから、特別処置（special rule No.1）
によって原油・石油製品に対する価格規制が実施された。 
 イスラエルと中東のアラブ諸国（エジプト・シリアなど）の間に1973年10月6日に第四次中東戦争
（ヨム・キプル戦争、10月戦争）が勃発すると、石油輸出国機構(OPEC)加盟６カ国は10月16日に
原油公示価格を約20ドル程度引き上げ、さらに原油生産の削減とイスラエル支援国への原油禁輸を
決定した。これを受けて米国政府は、石油に関わる価格統制権限を生計費会議（Cost of Living 
Council）から連邦エネルギー局（Federal Energy Agency）に移した上で、1973年11月に特別処置を
「緊急石油割当法(EPAA: Emergency Petroleum Allocation Act of 1973)に引き継ぎ、価格と数量に関す
る詳細な規制(Mandatory Petroleum Allocation and Price Regulation, Section 4 (b))を実施した(小嶌
(2003）p.311）7。 
 これらの危機に対する規制の中で、大手石油会社（メジャー）は価格の平等適応規定(EAR：Equal 
Application Rule)と供給元証明（upward certification）によって、価格と数量の両面から縛られていた。
数量規制下においては、メジャーが直営を廃止した場合には SS 枠の転用を認められていなかった
が、ジョバー（jobber）が非効率な SS を廃止した場合には新設枠が認められた。これによってジョ
バーは価格が急騰する状況下で、いち早く低価格販売が可能なセルフサービス（self-serve station、
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self-service station）を導入することができた。大手石油会社にはこの廃止代替 SS や新設 SS を含め
て供給義務が発生したが、これを含めて供給量がプロラタ（prorata base：数量を均等に割る方式）
で決められていたことから、結果として小規模特約店、ノンブランドの独立系販売店への割り当て
が減少することとなった。しかも価格統制はジョバーのマージンが高かった期間を基準に固定され
たことから、ジョバーは SS 網の再編資金を手に入れたが、逆に小規模特約店が価格競争に巻き込
まれたとしても平等適応規則（EAR）によって大手石油会社は系列店への支援である競争対抗価格
（TVA: Temporary Voluntary Allowance）が実施できなかったことから、小規模特約店はセルフなどへ
の高度化資金を得ることができなかった（小嶌（2003）pp.312-315）。 
EPAA の価格規制においては、1973年11月の価格は73年５月15日の価格を基準価格とし、金利や
自家消費、租税公課のコストアップについても個別の事情を反映することなく、基準価格の全米一
律のコストのみを対象に価格転嫁が認められたため、小規模特約店がおかれた状況はきわめて困難
であった。しかもこの価格はあくまで上限価格であり、市場状況によってはスムーズな転嫁はさら
に困難であった。規則に「価格転嫁が実行できなかった場合には次月以降に持ち越し可能」と明記
されていたことは、価格転嫁がスムーズに進まないことが想定されていたことを裏付けている。さ
らに製品供給不足の原因としては既に述べた供給元証明の他、州政府への拠出義務数量（５％）な
どの足枷が存在した。 
このように供給不足と供給不安が高まる中で、精製会社が自社直営、自社ブランド以外の製品供
給から削減したために、最初に玉繰りが厳しくなった独立系が中心になって分離法（分離規定）制
定運動が進み、最初の強制分離法（a mandatory divorcement law）がメリーランド州で1974年に成立
した。このような状況を総括して Firey（2004）は、分離法へ小規模特約店が向かっていった理由と
して、ニクソン政権による価格管理政策による価格転嫁の困難性と製品供給不足が第一の理由とし
ている8。 
 
2.2 分離法の登場－メリーランド州分離法－ 
メリーランド州の分離法は、1974年７月１日以降においてメリーランド州内において石油製品の
製造業者および精製会社（producer or refiner of motor fuel）はブランドにかかわらずサービスステー
ション（retail service station）の開設を禁止され、さらに1975年７月１日以降は、メリーランド州内
のサービスステーションは販売業者(a retail service station dealer)によって運営されなくてはならな
いとされたことから、石油製品の生産者および精製会社はメリーランド州内でのサービスステーシ
ョンの運営が困難になった。さらにこの法律は、①価格の値引きや機器のリースを行う場合には、
すべてのサービスステーションに対して統一的に行わなくてはならないこと、そして②製品不足の
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期間においてはすべての特約店に対して公平に配分し、差別をしてはならないこと、などを定めて
いた。このようにメリーランド州の分離法は分離規定だけではなく、差別的取り扱いの禁止、製品
の供給面の保障を目的としたものであった9。 
 メリーランド州の分離法はエクソンやシェルなど10によって法廷闘争に持ち込まれたが、結果的に
は1978年に連邦最高裁判所にて州側の主張が認められ、１年間の猶予（移行）期間（transition period）
を経て1979年７月13日に施行されることになった。しかし実際には訴訟が継続されたことから1981
年までは数カ所の直営 SS（company-operated）が残っていた11。 
しかし連邦裁判所の審判の焦点となった事項は「分離」そのものではなく、連邦規定と分離法と
の整合性の問題であり、メリーランド州の特殊事情を反映した判決への支持（uphold）であったこ
と、分離法が競争を制限するかどうかには触れることなく、競争を制限する場合には法律としての
適確性に疑念が生じることを留意事項としていることに注意する必要がある。すなわちエクソンら
の提訴は、州をまたがる取引（interstate commerce）において過剰（不適切な）負担や差別を行うこ
とを禁止したドルマン商業条項（Dormant Commerce Clause）にしたがって分離法を憲法違反として
提訴したものであった12。これに対しステーブンス裁判長(Justice Stevens)はメリーランド州の分離
法は、①州をまたがって運営するディーラ （ーinterstate dealers）に対して差別をするものではない、
②州をまたがった財の流通（the flow of interstate goods）を禁止したものではない、また③その取引
に対して追加的コストを課していない、④州内、州外の小売業者（in-state or out-of-state-retailers）の
間で区別をしていないとし、しかも「メリーランド州内には生産者も精製業者も存在せず、メリー
ランド州のガソリン供給はすべて州をまたがった取引によって行われており、州境を越えた取引と
州内取引の間の異なる取り扱いに関する提訴は意味のないものである」とした。 
 そして第二の焦点であるメリーランド州が求めた「州内の統一価格」（The “voluntary allowance” 
requirement of the Maryland statute)が競争対抗価格としての特別処置を許したクレイトン法２(b)（2 
(b) of the Clayton Act, as amended by Robinson-Patman Act, or the Sherman Act）との間に齟齬があると
いう内容についても審議されたが、この点においても州側の主張が認められた。 
 すなわちロビンソン・パットマン法（Robinson-Patman Act）が認めた競争価格に対する善意の対
抗価格を行う状況が、メリーランド法が要求する統一価格を求めるものと同じ状況で起きるという
仮説的コンフリクト（hypothetical conflict）は、この法律が「事前に意味をなさない」ことを保証す
ることに十分でないとした。また競争を支持することを核概念とするクレイトン法２(b)も特定の状
況において差別対価を行う権利を保証するものではない、とした。すなわち２(b)の条項は単に差別
対価に対する法律の広い禁止に対する例外であり、新しい連邦法的な権利を作り出すものではない
としたのである。一方、その意味において、法律とシャーマン法の中心的政策理念である「経済的
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自由（economic liberty）」との間のコンフリクトがあることはメリーランド法は反競争的効果
（anticompetitive effect）を持つ可能性があるが、この種のコンフリクトはメリーランド法が正当で
ないことの十分な理由とすることができない、とした。しかし連邦最高裁は同時に、この法律が競
争を阻害する効果を持つとすれば、州法は正当でないというのに十分である、という指摘も行って
いる。 
 このようにメリーランド州の分離法は、供給不足と供給不安から適切な製品割当を求めることを
主眼に立案され、その内容は価格、リースにおける差別的取り扱いを含む幅の広い規定であり、こ
の状況はその後に分離法（分離規定）を制定した各州と共通している。 
 
2.3 業態変革と分離法 
 ワシントン DC（District of Columbia）の分離法（§10-212）も運営の制限（Restrictions on operation）
の章において規定されている13。２項からなり、まず1977年４月19日以降は、（§10-201の(10)と(12)
において定義された用語として）いかなる自動車用燃料のジョバー14、生産者、精製業者、製造業者
はコロンビア特別区内でガソリンスタンドを開設してはならない、と開設禁止を示し、さらに1981
年１月１日以降の運営を禁止した。ただし株式の所有が49％未満の場合で、かつ1979年10月９日に
おいて実質的にガソリンスタンドを運営している場合には、1981年１月１日以降も運営することが
できるとしている。 
 メリーランド州とワシントン DC の分離法の規定内容には大差は無いが、大きく異なっている点
はワシントン DC の分離法の対象にはジョバー（卸売業者、流通業者）が含まれていること、そし
て分離法の背景には、フルサービス（full-service station）からセルフサービス（self -service）への業
態転換を重要な鍵としている点にある。 
 これを明確に表しているのが、1976年に提出されたワシントン DC の小売サービス法（Retail 
Service Act of 1976）であった。この法律はセルフサービスが急速に拡大する中で DC 内において自
動車修理サービスを提供するためにフルサービスのガソリンスタンドを保護、支援する目的で作ら
れた法律である。この法律は1977年に施行され、1979年１月までフルサービスのガソリンスタンド
はセルフサービスへの転換が禁止された。さらに1979年にはサービスステーション猶予法
（Moratorium on Retail Service Station Act 1979：DC Law 3-44）によって継続され、さらに The Gas 
Station Advisory Board（GSAB）がこれによって設置された。GSAB は例外処置である「セルフサー
ビスへの転換」の承認事項として、①SS の財政状態の健全さ、②自動車サービスを提供できるガソ
リンスタンドが１マイル以内に存在するか、③候補者は SS の改善に同意できるかを挙げている。
ここでいう SS の改善とは、照明の改善と増強、男性用、女性用のトイレの設置などによって顧客
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の利便性を高めること、タイヤの空気圧充填機、窓拭用設備があるかどうかであった。そしてさら
にこの法律は1988年の延長法（Extension of the Moratorium on Retail Service Station Conversions 
Amendment Act of 1988）によって1991年まで延長された。 
 しかしながらこの法律がフルサービスステーションを保護できたかを検証すると、1977年の制定
時の270カ所のガソリンスタンドは2002年には58.5％減の112カ所となり、その内訳もセルフサービ
ス93カ所、フルサービス19カ所と83％がセルフサービスに転換していることを考えれば、フルサー
ビスの保護という点ではまったく効果がなかった。しかし自動車修理サービスを提供する場所の 
 
ワシントン DC の SS 数推移 
調査年 SS 数 減少率 
1977 270 － 
1980 243 -10％ 
1983 173 -36％ 
1987 141 -48％ 
1989 126 -53％ 
1990 136 -50％ 
2002 112 -59％ 
注：減少率は対1977年の％ 
出典：A study of Automotive Service in the District 
of Columbia ,table I 
 
確保という側面では、自動車修理場（auto repair）は119カ所、自動車修理工場（auto repair commercial）
は18カ所、自動車用品販売店（commercial only）は17カ所、合計154カ所あり、小売サービス法の制
定時の心配はまさしく杞憂に終わった。 
 さらに業態転換にともなって精製の直営 SS が進出し、小事業者の撤退を促すという危惧は、結
果的に精製業者の直営 SS、法律の有無にかかわらず SS 業者の急減という結果となった。 
 
2.4 フランチャイズ法の一項目としての分離法 
 分離法の３つ目の特徴はフランチャイズ法など他の法律の一項目として分離規定が示されている
ことにある。 
まずバージニア州の分離規定（Virginia Chapter 2.2 - Virginia Petroleum Products Franchise Act）をみ
ると、この分離法は「分離法」としての性質を強く持つものではなく、名称通りフランチャイズ法
として位置づけられるものである。 
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 法律は15条構成となっており、59.1-21.8は略称（Short title）としてバージニア石油製品フランチ
ャイズ法（Virginia Petroleum Products Franchise Act）と呼ぶことを規定した上で、中小企業者の重要
性の明記（59.1-21.9 - Findings of General Assembly）、用語の定義（59.1-21.10 - Definitions）に続いて、
フランチャイズ法としての骨格が示されている（59.1-21.11 - Required provisions pertaining to 
agreements between refiners and dealers）。この条文は10項目からなり、営業時間、販売促進、リース
料規定、クレジットカード規定、契約期間規定などが詳細に示されている。たとえば営業時間は「週
６日、１日16時間を超えないこと」などと具体的に示され、クーポンの使用やリベートへの拘束の
禁止、そしてリース条項では同一地域において同一の精製会社の同等の状況におかれたすべての特
約店に統一的に適用しなくてはならないこと、さらにクレジット関係経費について仕切価格
（tankwagon price）から差し引く規定までが示されている。また59.1-21.13と59.1-21.14は解約規定15で
あり、その他には情報開示（59.1-21.15 - Disclosures to be made by refiner before conclusion of 
agreement）が規定されている。 
この法律の中で分離規定となっているのは、店舗の運営規定（59.1-21.16:2 - Operation of retail outlet 
by refiner; apportionment of fuels during periods of shortage; rules an）である。この運営規定には、1979
年７月１日以降は精製業者の運営を禁止しているが、禁止規定は距離規定に基づくものであり、至
近のフランチャイズ店舗における給油ポンプから直接の実移動距離で1.5マイル以内の場合に限定
している。仮に一度運営が認められた場合にはその権利は剥奪されることはない。また1980年３月
１日までに購入もしくは購入契約した場合を除き、1980年７月１日から1981年６月30日の間は新規
開設・運営を禁止した。しかもメリーランド州やワシントン DC の規定とは大きく異なり、1979年
７月１日以前に運営していた給油所はこの規定から外れており、いわゆる強制分離規定ではない。
そして1973年７月１日以降のフランチャイズ契約に適応されること、ガソリンが不足する期間にお
いては、割り当てを受けられることを明記し、供給の安定に配慮した内容となっている。このこと
からバージニア州の分離法はフランチャイズ法としての性格を強く持ち、分離法としての性質はき
わめて限定的なものとなっている。 
 またデラウェア州の分離規定は第６部「商業と取引（Commerce and Trade）」の第29章自動車燃料
の小売（Retail Sales of Motor Fuel）に規定されている。第29章は12条から成り立ち、製造業者の登
録制、価格表示（Price signs on fuel pumps and premises）、ブランド規定（Brand name of product on 
equipment）、セルフサービスにおけるアシスト規定（Self-service gasoline stations; refueling assistance 
for persons with disabilities）などの業法的な条文からフランチャイズ法的な規定である公平な取扱い、
販売促進、マーケティング条項、解約状況などが含まれ、分離規定は第５条の特約店の独立（§2905 
Independence of retail dealers）項目に、「石油製品の製造業者は州内でサービスステーションを開設
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してはならない」と簡潔に記載されており、既にある直営 SS については特に規定せず、新設のみ
を禁止している。 
しかもデラウェア州はロードアイランド州に次いで２番目に小さく、人口も81万７千人で SS 数
もロードアイランド州と同数の377SS と全米でもっとも SS が少ない州である。しかし製油所を持た
ないメリーランド州、ネバダ州16、コネチカット州、ワシントン DC とは異なり、デラウェア州には
The Premcor Refining Group Inc.（前 Motiva Enterprises LLC）の製油所（Delaware city、精製能力
182,200BD17）がある。しかしながら Premcor は自社の流通施設を持っているものの自社ブランドで
の販売は行っておらず、Chevron、ConocoPhillips、Valero Energy、Hess の他、ウォルマートと提携
している Murphy Oil にも製品供給を行っており分離法の影響を受ける状況にはない。 
 
2.5 コネチカット州における分離法の議論 
 コネチカット州における分離法の議論をコネチカット州の立法調査局（Connecticut General 
Assembly Office of Legislative Research（OLR）の報告書（2002年３月12日）によって見ると、分離法
の制定の鍵を握っていたのは、他の州と同様に法律の影響よりもガソリン品不足に対する不安感で
あったことが分かる。ここでは分離法に関する議論を整理するために、議論の内容を見ていく。 
 まずコネチカット州法（CGS §§14-344a to14-344d）は1979年７月１日以降の精製業者および製
造業者の給油所の開設を禁止し、さらに1980年７月１日以降は運営を禁止する州法である。例外処
置としてリースの契約期間内や運営者の死亡などの場合は90日を上限に運営を許可することや、法
律の適用除外として州運営の給油所への割当や油槽所の他、トレーニングセンターやテストマーケ
ティングの施設、広告目的として精製会社１社あたり1979年７月１日以前に運営していた１給油所
の運営を認めた。 
 立法府は、法案の提出理由として、①直営（company owned and operated）は不公正な競争優位に
あり、②大手石油会社（major oil companies）は記録的な利益を上げていること、③直営店は供給不
足の期間にも優先的に供給を受けてきたこと(favoritism in allocating gasoline during periods of supply 
shortage)、④直営店が増加し続ければ、すぐに特約店運営の給油所は排除されること、⑤特約店運
営のフルサービスは直営のセルフサービスの成長に対して保護が必要なこと、⑥給油所の減少を食
い止めるため、⑦法案がメジャーを小売市場から駆逐したとしても、実際には小売特約店はさらに
競争的なため、実際の競争は守られる、⑧法案は消費者の支払い価格に影響を与えることなく特約
店のマージンを上昇させる、⑨法案は特約店を閉店に追い込む不公正な価格政策を防ぐ、⑩法案は
フルサービスからセルフサービスへの流れを止める、⑪直営店が引き起こす小売市場の変化を止め
るなどの理由を挙げている。 
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それに対して反対者は、①州議会は自由市場に関与すべきでない、②供給者による力の濫用は
PMPA 法（Petroleum Marketing Practice Act）によって阻止できる、③法案の提案者は法案を正当化
する略奪価格（predatory pricing）の実証的証拠を示していないし、もしそれが存在するならば既に
ある反トラスト法で対処できる。しかもコネチカット州には強いフランチャイズ法（franchise act）
がある、④法律の本当の目的は競争から産業の一部分を守ることにある、⑤消費者は高い価格を支
払わされる、また高販売量、低価格の SS を失うことで消費者の利益は損なわれる、⑥法律は小売
りのあるものを排除することで競争を減少させ、産業の競争的なセグメントを排除することで小売
りの利益を増加させるように計画されたものだ、⑦法案はチェーン業者やコンビニエンスストアに
よる競争価格からフルサービス特約店を守ることはできない、⑧メジャーは3,200SS のうち、わず
か50未満の SS しか運営していないことから、コネチカットの小売市場を独占してはいない、⑨法
案は SS の数を減少させ、小売価格を上昇させる、⑩法案は単に競争を排除するものである、⑪FTC
や司法省、エネルギー省など連邦のすべての政府機関はこの法案に反対している、⑫メジャーは1974
年から1979年の５年間でわずか5SS を新設しただけである、としている。 
議論の焦点は、価格、競争、政策の３点に整理でき、価格に対しては、立法府は中立を主張し、
反対グループは価格高騰の要因としていること、競争要因としては立法府は中立、反対派は競争の
排除を主張し、政策的に業態の変化の阻止と既存業者の保護が可能かどうかについては、立法府は
その必要性を主張し、反対グループは有効でないとしている。 
コネチカット州では、これらの議論を経て1979年５月11日に州下院で、５月23日に上院で議論が
行われ、法案は修正されることなく成立した。コネチカット州の立法府の Duffy（2002）は、この
分離法の議論について、「これらの議論は過去の議論の繰り返しただけのものであり、法律は公聴会
の間の証言よりもガソリンの品不足問題に引きずられたものになった」と分析している。結果的に
これらの議論が分離法のもつ垂直統合の問題を検証することなく、政治的に進められたことは確実
であり、1974年以降に41州で分離法の議論が行われたが、可決したのは９州であり、他の州では可
決に至らなかったことは、この法律が合理的・論理的に導かれたものではなく、政治的に導かれた
ものであることを裏付けることとなった18。 
 
2.6 分離規定の緩和と廃止 
 石油の供給不安が去り、1981年にレーガン政権が誕生すると、レーガン大統領は経済的規制を期
限の81年９月を待つことなく撤廃した。石油会社は、規制期間内に生み出された市場環境や消費者
ニーズに対するさまざまなギャップを埋めるために、凍結されてきた各種政策を矢継ぎ早に実施す
る一方、一斉に効率化競争に向かっていった。この規制緩和・撤廃の中で、分離法に対する緩和や
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廃止も行われた。具体的にはネバダ州の運営規定の緩和であり、ハワイ州の法改正である。またフ
ロリダ州とルイジアナ州は法律を制定していたが法律を廃止した。 
 まず、ネバダ州の分離規定（NRS 597.440）であるが、ネバダ州でも分離規定はサービスステーシ
ョンに対する一連の規制の一つとして制定されたものであった。この規定はネバダ州（Nevada 
Revised Statutes）のタイトル52の商業規制および取引法（Title 52 - Trade Regulations and Practices）の
597条（Chapter 597 Miscellaneous Trade Regulations and Prohibited Acts）に該当する。この597条は11
項目からなり597.220から597.450までがサービスステーションに該当する条文である。この中でも
597.390は精製業者19による禁止行為を示したものであり、自動車燃料の供給制限の禁止や自動車燃
料に関連しないフランチャイズ契約や事業活動の制限の禁止などが示されている。その上で、
597.400から597.430において解約に関連する条項を示した後に、597.440において精製業者のサービ
スステーション運営の制限（Restrictions on refiner’s operation of service stations）が示されている。法
律は1975年に施行されたが、1987年、1997年そして2003年に改訂されている。 
 1987年法においては「1987年７月１日以降は、精製業者はサービスステーションの直営もしくは
サービスステーションにおける自動車用燃料の販売を開始してはならない。また1988年７月１日以
降は、州内において直営の給油所20を15カ所を超えて運営してはならない。ただし小売業者が自主的
に契約を終了したか、もしくは契約の更新に同意しない場合、精製業者が契約を破棄した場合を除
いて90日未満に限ってサービスステーションを運営することができる」としていたが、2003年法で
は、2001年１月１日以降は、州内の直営運営数の上限を30か所に限定し、仮に30か所未満の場合に
は年間５カ所までは開設することができる。ただし1997年７月１日に精製業者が特約店にリースし
ていたサービスステーションに加えて、直営２カ所を追加する場合にはリースディーラーに対して
１カ所のサービスステーションを追加する必要がある、という SS 数の上限規制に変更した。 
 次にハワイ州の分離法を見てみる。ハワイ州が最初に分離法を制定したのは1991年であった。こ
の分離法は新設の直営（new company-operated stations）の建設を一時的に禁止する新設凍結であり、
この規定は1993年に再度２年間延長された。1995年にハワイ州は、新設の特約店運営の給油所を開
設した場合に２つの直営給油所を新設することを認めた。そして閉鎖した直営の給油所は閉鎖した
給油所の半径１マイル以内ならば新しい給油所に代替できることとした。 
 そして1997年にハワイ州は数の規制としての分離法を廃止して商圏保護法（anti-encroachment 
law）を制定した（§486H-10.4 Restrictions on manufacturers or jobbers in operating service stations; lease 
rent controls; definitions)。商圏保護法は1997年8月1日以降、製造業者やジョバーは現存する特約店の
給油所を直営に転換してはならない。ただし(1)1997年７月31日に法的に認められた直営サービスス
テーションは営業を継続できる。(2)1997年８月１日以降に建設したサービスステーションは建設お
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よび運営することができる。(3)仮に特約店がサービスステーションを立ち退き、フランチャイズ契
約を破棄した場合、もしくは契約が破棄されるか、契約更新されなかった場合は、新しい特約店が
見つかるまで24ヶ月まで運営することができる(Ellig（2003）)という除外規定を設けている。 
 そして新設の直営給油所は都市部においては特約店のサービスステーションから８分の１マイル
（200メートル）以内、それ以外の地域では４分の１マイル（400メートル）以内に立地してはいけ
ない、と分離規定から商権保護規定に置き換えられた21。 
そしてフロリダ州においては、1974年10月１日以降はいかなる生産者もしくは精製業者は、石油
製品を販売するサービスステーションの総数の３％を超えて直営サービスステーションを運営して
はいけないという SS 数の上限規定（§526.151 Petroleum products dealers; restriction）があったが、
1985年までに廃止され22、ルイジアナ州では1979年に分離法（§1471 Operation of retail service station 
by producer or refiner of petroleum products）を制定し、1980年１月１日以降の開設と運営を禁止した
が、８ヶ月後に法律を不適用とした。 
 これらのことから現在、厳密な意味で分離規定を運営しているのは、メリーランド州とコネチカ
ット州、デラウェア州の３州とワシントン DC のみとなっている23。 
 
３．略奪的行為（predatory）と系列関係 
シャーマン法第２条は関連市場での競争を破壊する略奪的行為、特定の市場において独占的地位
を獲得する意図で競争者を市場から駆逐する行為を禁止したものであり、略奪は通常は競争的制約
要因である競争相手を排除する目的で競争相手に対して行われる行為であると理解されてきた（村
上（1999）pp.125-129）。仮に精製会社が略奪行為をするとすれば、その対象となるのは精製会社で
あって、自社の系列がその対象となることは法律の想定の範囲に入ってはいない。しかも精製業者
は実質的に市場力を持ち、少なくとも製品流通の95％以上を系列店などの直営以外で販売している
ことから考えて、石油会社が特約店を排除する説得力のある説明はできないものと考えられてきた
（Vita（1999））。まして一方で協働し一方で略奪的行為をするとすれば、その政策の間には解くこ
とができない矛盾が現出する。しかも関係限定的な投資は機会リスクを作り出し、このリスクを排
除するために契約によって合意することは相互の利益になると考えられるが、その合意に失敗すれ
ば製品と流通の総コストは上昇し、精製会社の利益は減少することになるのである（Klein, Crowford 
and Alchian（1978））。 
  コネチカット州における議論で明らかなように、分離法は直営 SS が特約店運営 SS を排除する、
すなわち石油会社の略奪的行為から特約店を守るものと説明されてきた。本来ならば「垂直的取引
制限を厳格に規制することは同一ブランド内競争を制限することを違法といっていることとなるが
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（村上（1999）p.100）」、垂直的取引制限を厳格に規制する分離法はブランド内競争の排除に動機付
けられているという論理的矛盾をもっている。すなわちブランド内競争の促進が目的となる垂直的
取引制限の排除が、分離法の場合にはブランド内競争の排除につながるという矛盾である。 
 精製会社と販売業者間の系列内関係については、精製会社の利益がもっぱら販売業者の販売努力
に依存してきたことから両者は利益共同体として存在してきたが、新業態としてセルフ SS が登場
してきたことでこの利益共同体の基礎が崩れた。すなわち精製会社の販売量を決めるのが系列の販
売店であり、販売店間の販売量格差が少ない場合には系列販売店の数が精製会社の総販売量を決め
ていたが、販売量において圧倒的に優位なセルフ SS が登場すると、系列内に販売量格差が生まれ
この互恵関係が限定的になる。すなわち系列内に競争力となる SS と競争力にならない SS に区別さ
れ、系列内関係は根本的に変化を迫られることになった。すなわち高度化投資が可能な SS と投資
が不可能な SS という区別が明確となり、高度化投資できる直営と一部の特約店、投資が困難な独
立系、中小規模 SS という構図が現出した。コネチカット州の分離法の提案の基礎はここにあり、
特約店運営のフル SS をセルフ SS から保護する必要性、直営が中心となって推進するセルフサービ
スへの流れを食い止める、直営店が引き起こす小売市場の変化を食い止める、という各項目はこれ
を直接示したものであった。 
しかしながら垂直的取引制限に対する矛盾した考え方も、「ブランド内の競争の促進を行うよりも、
中小独立事業者の保護・その意志決定の自由の保障というポピュラリスト的立場を求める傾向（村
上（1999）p.101）」は政策的観点から捉えると例外的な事例ではない。 
ただし政策的な観点を強調する場合には、中小独立事業者の社会的役割を明確にし、政策有効性
を検証した上で実施する必要がある。 
 
４．分離法における反競争的行為と経済的効果の検証 
法律は競争を保護するものであって競争者を保護するものでない、という原則に立つならば、分
離法がどのように競争と消費者余剰（価格）に影響を与えているかを検討することは重要な視点で
ある。 
精製会社が小売市場をコントロールし、市場に大きな影響を与えているとすれば、分離法は精製
会社の市場管理を減少させることから、競争を活発にすることで価格は下落することになる。また
精製会社はリース料や卸売価格、ブランド料などをコントロールすることで販売店を市場から追放
しようとしているならば、この管理を排除することで市場では効果的に競争が行われ、価格は下が
ることになる。そして焦点となる略奪的行為などの反競争的行為は分離法によってなくなる、と言
うことができる。 
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一方で分離法が経済的効果を減少させれば価格は上がることになる。Klein らの研究（1978）では、
精製会社と販売業者の複合形態は経済的効果を生みだすとし、その垂直統合による経済的効果の源
泉として、二重マージンの排除（eliminating double marginalization）、取引費用の減少、機会主義的
行為の減少、投入のゆがみの排除を示しており、精製会社の垂直統合が経済性を獲得しているとす
れば、分離法によってこれを排除することによって、経済的合理性の排除＝高価格、消費者の利益
の排除という構図となると指摘している。連邦政府の司法省、FTC そして研究論文のほとんどは、
石油会社が垂直統合することは、略奪的な価格を設定することが目的ではなく、経済的・効果的に
石油製品を販売するためであるという主張を繰り返していること、競争志向的なガソリン販売市場
においては、過去の研究で略奪的な価格の証拠は見いだされたことは無かったとしている（小嶌
（2003、p.281）。 
メリーランド州の分離法の効果を検証した Baron＆Umbeck（1984、p.232）は、メリーランド州に
おいて分離法の実施前後で価格の検証を行い、フル SS では6.7セント/ガロン、セルフでは1.4セン
ト価格が上昇したと結論づけている24。同様に Barron ら（1985）は、結果的に垂直統合は競争が制
限されることから反競争的であるというモデルが一般的であったが、ガソリン市場の場合には、垂
直統合することによって価格は安くなった、としている。また Rosen（1995）はハワイの分離法の
検証の中で、分離法は反消費者、反競争、そしてディーラーにすらプラスの効果をもたらすもので
はなく、競争に対して不自然で恣意的な参入障壁を設けたものであると、断言している。同様に Firey
（2004）も分離法を SS 業界の政策への関与とロビー活動の成果であり、メリーランド州は年間144
億ドルを SS 業界に援助しているとし、分離法を反消費者法（anti-consumer laws）と呼んでいる。こ
れらの検証の結果、分離法は反競争的行為を減少させ価格を下げたことはなく、逆に経済的効果を
減少させることで価格を上げてきたとされている。 
しかも分離法が伝統的な販売業者を保護してきたのかについては、メリーランド州において
Sheets や Wawa のようなハイクラス独立業者（HVR: High Volume Retailer）25が力をつけ、さらにホ
ールセールクラブなどが参入したことによって競争状況が大きく変化したことから、メリーランド
州のディーラーは再び厳しい状況に置かれ、分離法に代わる新たな法律（Motor Fuel Below Cost Sales
など）を求めることになった。 
 
５．まとめ 
 本稿では米国における分離法の制定背景から各州の分離法の内容までを検討してきた。これらの
検証の結果明らかになったことは、米国の分離法は石油危機の供給不足や供給不安、フルサービス
からセルフサービスへの業態転換期にその議論がされたこと、分離法の議論は精製・元売と小売と
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の「分離」という側面を強調したものではなく、フランチャイズ契約のすべての面を網羅した議論
の一つであることである。しかし分離法は、系列・独立を問わず中小石油販売業者を保護したわけ
でも、新しい業態の浸透を遅らせたわけでもなかった。結果的にメリーランド州のように石油販売
業界の異業種に対する対抗力を失わせ、石油流通システムにおける石油販売業界のプレゼンスを縮
小させることになった。 
しかしわが国における精製・元売の小売への進出は、既に分離法が議論された米国の数倍程度の
進出状況となっており、流通機構に与える影響は米国がおかれていた状況に比べてきわめて大きく
なっている26。それゆえわが国においては、中小系列業者・独立業者が石油流通に果たす役割を前提
に流通機構のあり方を再考しなくてはならない。詳細な検討は別稿において行うが、この検討の視
点として忘れてはならないことは、中小系列業者・独立業者が持つ競争貢献の役割とイノベーショ
ンの苗床としての役割である。「寡占」の弊害を除去するためには、独占禁止法などの運用強化だけ
では十分でない。独占の対抗勢力としての「活力ある多数」の存在が不可欠であり、健全な競争を
維持していくためには中小系列・独立業者を重視・育成していかなければならないことは明らかで
ある。そして今後、ガソリンの需要が縮小することが確実視される中、社会的インフラとしても優
れている石油販売ネットワークを活用した新しいビジネスモデルの創設が求められている。中小系
列・独立業者はこのイノベーションの担い手であり、その源泉としての役割を期待されている。 
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1 オーストラリアの法律とは、The Petroleum Retail Marketing Site Act 1980と The Petroleum Retail Marketing 
Franchise Act 1980のこと。詳しくは小嶌（1999）を参照のこと。 
 またカナダでは2004年～2005年にノバスコシア州（Nova Scotia）で分離法導入についての激しい議論が行われ
たが、結果として導入されなかった（Pinhold（2005))。 
2 本格的な議論とは東京都石商と都油政連が2005年９月に東京都2006年度東京都予算等に関するヒアリングに
おいて分離法の要望を提出したことを示している。東京都石油商業組合は北島一幸法務委員長を中心に分離法
の研究を進めてきた。 
3 規制緩和後の流通機構の変化については小嶌（2008）、小嶌（2005）、小嶌（2003）を参照のこと。 
4 ここでいう小売とは「買い手による区分であり消費者に販売すること」（鈴木（2004）p.135）。 
5 一部の法律は卸売業者（ジョバー）を含む。 
6 Maryland Business Regulation Title10 Motor Fuel and Lubricants subtitle3 inspection and sales of motor fuel §10-311 
Operation of Stations 
7 これらはエネルギー節約に関する規制、戦略備蓄、原油に関するエンタイトルメント・プログラム（Entitlement 
Program）を含めた EPCA（Energy Policy and Conservation Act of 1975）に受け継がれていた。 
8 Firey（2004）はニクソン政権の価格管理政策は高騰する原油価格をそのまま小売価格に転嫁させることを避け
る側面をもっていたと指摘している。 
9 メリーランド州の1974年に制定された分離法（Md.Laws,ch854）は75年（Md.Laws,ch608）、77年（Md. Code 
Ann. ,56,157E）に改訂されている。改訂後の主な内容は、(b)1974年７月１日以降、メリーランド州内において
石油製品の製造業者および精製会社は、メジャーブランド、第二ブランドもしくは無印によってサービスステ
ーションを開設してはならない。そしてサービスステーションは社員、子会社、コミッションエージェント、
会社と契約した人および会社によって運営してはならない。サービスステーションは小売特約店（a retail service 
station dealer）によって運営されなくてはならない。(c)1975年７月１日以降は、石油製品の生産者および精製会
社はメリーランド州内においてサービスステーションを運営してはならない。（d）すべての石油製品の生産者、
精製業者、卸売業者小売特約店はすべてのサービスステーションに対して統一的に価格値引き等をしなくては
ならない。また(e)統一的にすべての装置のレンタルを統一的に提供しなくてはならない、そして(f)すべての生
産者、精製業者は品不足の期間においてはすべての特約店に対して公平を基礎に、配分においては差別をして
はいけない。 
10 この判決に関わった案件は、No. 77-11, Shell Oil Co. v. Governor of Maryland et al.; No. 77-12, Continental Oil Co. 
et al. v. Governor of Maryland et al.; No. 77-47, Gulf Oil Corp. v. Governor of Maryland et al.; and No. 77-64 Ashland Oil, 
Inc., et al. v. Governor of Maryland et al.,が同時に審議された。 
11 メリーランド州の分離法は1992年10月１日に改正された（BR §10-311、312）。(1)SS の運営は小売特約店に
よって運営されなければならない。(2)またコミッションエージェント（a commissioned agent）、社員（company 
personnel）、子会社（a subsidiary company）、もしくは生産者および精製業者との請負契約によって SS を管理す
る者との契約のもと（a contract with a person who manages the station on a fee arrangement with the producer or 
refiner）、自動車燃料の生産者もしくは精製業者よって運営されることは認められない。ただし農協（the 
agricultural cooperative association）による運営をのぞく、また７月１日から始まる会計年度の間は(1)1979年１月
１日において生産者もしくは精製業者の子会社によって運営されている SS、(2)州内における自動車燃料の販売
から子会社の総収入が前期間に州におけるすべての小売運営から子会社の総収入の２％以下である場合には除
外するものとする。 
12 Dormant Commerce Clause は米国の憲法の中で文書化されたものではなく、最高裁の判例の積み重ねによって
成立しているもの。 
13 現在は Title 36 Trade Practice, Chapter 3 Retail Service Stations。 
14 Jobber とは a wholesale supplier or distributor of motor fuel. 
15 Obligation of refiner to repurchase upon termination, etc., of agreement、Producer or refiner not to terminate, etc., 
agreement without notice and reasonable cause; nonrenew. 
16 ネバダ州には Foreland Refining Corp. Nevada, Eagle Spring には全米で最小の2,000BD の小規模製油所がある。 
17 精製能力は EAI（Energy Information Administration）の2007年１月１日の US Refining Operable Capacity。 
18 マサチュセッツ州では1992年に分離法、略奪価格、オープンサプライを検討したが、精製会社の直営は数、
シェアとも小さく州の市場に影響を与えるほど強くないと結論付けた。またモンタナ州は1989年に卸売、小売
価格規制法を制定してコスト割れ販売を禁止したが、分離法は否決した。ワシントン州では1985年にメジャー
の販売シェアが20％を超えた場合に分離法を発動するとした。ただし DTW 価格がメジャーの直営の小売価格程
度かそれ以上であり市場からシステム的に排除しようとしていることについては、調査の結果きわめて例外的
なものであると却下された（Rosen (1995) Chapter15)。 
19  NRS 597.340 “Refiner” defined. “Refiner” means any person, including an affiliate, who: 1. Produced quantities of 
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crude oil equal to more than 30 percent of the domestic and imported crude oil supplied to his refinery during the most 
recent calendar year for which information is available; 2. Refines motor vehicle fuel from crude oil; and 3. Has a total 
refinery capacity of more than 175,000 barrels a day. (Added to NRS by 1987, 2196)— (Substituted in revision for NRS 
598.6522) 
 NRS 597.350 “Refinery” defined.  “Refinery” means a manufacturing facility at which motor vehicle fuel is produced 
from crude oil. (Added to NRS by 1987, 2196)—(Substituted in revision for NRS 598.6524) 
 NRS 597.360 “Retailer” defined.  “Retailer” means a: 1. Wholesale purchaser; or 2.Person who operates a service 
station pursuant to a franchise agreement with a refiner or wholesale purchaser. (Added to NRS by 1987, 
2196)—(Substituted in revision for NRS 598.6526) 
20 service stations in this state, with his own employees or through a subsidiary or commissioned agent or a person on the 
basis of a fee. 
21 §486H-10.4でもっとも特徴的な条項はリース料に上限を設けたことである。 
22 Heritage Founfation (1980, p3)によるとフロリダ州とデラウェア州の分離規定は、憲法違反となったとしている
が、デラウェア州の分離規定は現在でも存在している。 
23 自治州まで含めるとプエルトリコ（Puerto Rico）も分離法（23 L.P.R.A.§1102）を導入している(Rubin（2007）
p.4）。 
24 一方、Florida Independent Dealer Association(2000)は、石油会社の３つの神話の中で、分離法は価格を引き上げ
るというのは神話に過ぎないとし、メリーランドの価格が安いことやネバダ州が西海岸でもっとも価格が安い
と主張している。 
25 大量販売できるハイクラスの独立系の企業とは、レース・トラック（Race Trac）、シーズ(Sheetz)、ワワ（WAWA）、
クイック・トリップ（Quik Trip）などの会社である。これらの独立系企業はきわめて優秀なオペレーションとマ
ネジメントによって顧客を引きつけ、ネットワークを急速に拡大している。店舗数は290店から540店であり、
ガソリンの月間販売量は1,135～1,514kl（300～400千ガロン）で全米平均の404.2kl（106.8千ガロン）の2.8～
3.7倍、CVS の平均である214kl（56.5千ガロン）の5.3～7.1倍も販売し、店内販売も100～200千ドル以上もあり、
通常の倍以上を販売している（４社の販売量は EIA のヒアリング、その他は NPN FACTS 2003から）。シーズと
ワワは東部５州、Quik Trip は中西部９州、そしてレース・トラックは南西12州と地域を限定して展開している 。
ワワのフレッシュ・デリは、乳製品等の直売・卸を行う乳業会社が多角化の一貫として展開したものである。
同様にシーズも小売業からガソリンに事業領域を広げた会社であり、店舗の運営と管理が強みとなっている。
シーズは Pennsylvania, Maryland, Ohio, Virginia, West Virginia の５州、ワワは Delaware, Maryland, New Jersey, 
Pennsylvania, Virginia の５州を展開地域としている。最大の Wawa は536SS を所有しているが、展開５州のうち
３州が分離法を制定している州である。 
26 カリフォルニア・サービスステーション・自動車修理協会は直営店が増加して、フランチャイズ店が経営に
必要なマージンを下回る価格で販売していると訴えている（California Service Station and Automotive Repair 
Association(2003))。 
Borenstein &Bushnell(2005,p.25)のレポートでの指摘はわが国の状況に近いものがあるがその背景には、カリ
フォルニア州の石油流通が全米の状況と大きく乖離し、わが国の状況と近いことがある。直営(全米17％、
CA20％)、バルク(全米12％、CA10％)、DTW(全米12％、CA49％)、ラック(全米60％、CA20％)。 
 
（2008年１月９日受理） 
